介護予防支援及び介護予防ケアマネジメント利用契約書

サービス利用者（以下、「利用者」という。）と小樽市□□□地域包括支援センター（以下、「事業者」という。）は、事業者が利用者に対して行なう介護予防支援及び介護予防ケアマネジメントについて、次のとおり契約を締結します。

（契約の目的）

第１条　事業者は、介護保険法等の関連法令及びこの契約書に従い、利用者が可能な限りその居宅において、自立した生活を営むことのできるよう、利用者の心身の状況、その置かれている環境等に応じて、利用者の選択に基づき、利用者の同意の上で適切な介護予防サービス・支援計画書を作成し、かつ、介護予防サービス等の提供が確保されるよう指定介護予防サービス事業者その他の事業者、関連機関との連絡調整その他の便宜の提供を行います。

２　事業者は、業務の実施に当たって利用者の被保険者証に認定審査会意見又は指定に係る介護予防サービス等の種類若しくは地域密着型介護予防サービスの種類についての記載がある場合には、利用者にその趣旨を説明し、理解を得た上で、その内容に沿って介護予防サービス・支援計画書を作成します。

（契約の有効期間）

第２条　この契約の有効期間は、契約締結の日から第７条に掲げる満了の条件に該当するときまでとします。
２　利用者が更新拒絶の申出がない場合、事業者は利用者に対し、更新時点での利用者の要支援状態等を確認した上で、契約更新の意思を確認し、本契約と同一内容での更新の意思が確認された場合には、この契約は同一の内容で自動更新されるものとし、その後もこれに準じて更新されるものとします。

（介護予防サービス・支援計画書の作成）

第３条　事業者は、当該業務の担当職員を選任し、介護予防サービス・支援計画書の作成を支援します。

２　事業者は、担当職員を選任し、又は変更する場合は、利用者の状況とその意向に配慮して行ないます。

３　担当職員は、介護予防サービス・支援計画書の作成に当たり、次の各号に定める事項を遵守します。

(1) 利用者の居宅を訪問し、利用者及び利用者の家族に面接し、利用者の生活機能や健康状態、置かれている環境等を把握した上で、利用者の日常生活の状況を把握し、利用者及び利用者の家族の意欲及び意向を踏まえて、介護予防の効果を最大限に発揮し、利用者が自立した日常生活を営むことができるように支援すべき総合的な課題の把握に努めること。

  (2) 当該地域における指定介護予防サービス事業者等に関するサービスの内容、利用料の情報を、特定の事業者のみを有利に扱うことなく、適正に提供し、利用者にサービスの選択を求めること。

  (3) 利用者が目標とする生活、専門的観点からの目標と具体策、利用者及び利用者の家族の意向を踏まえた具体的な目標、その目標を達成するための支援の留意点、利用者及び指定介護予防サービス事業者等が目標を達成するために行うべき支援内容並びにその期間等を記載した介護予防サービス・支援計画書の原案を作成すること。

(4) 上記原案に位置付けた指定介護予防サービス等について、保険給付の対象となるかどうかを区分した上で、サービスの種類、内容、利用料等について利用者又は利用者の家族に対し説明し、文書により利用者の同意を受けること。

  (5) 利用者が、医療サービスの利用を希望している場合には、主治医等の意見を求め、その指示がある場合には、これに従うこと。

(6) その他、利用者及び利用者の家族の希望をできる限り尊重すること。
　（サービス担当者会議の開催）

第４条　担当職員は、次に掲げる場合においては、原則として、サービス担当者会議（担当職員が介護予防サービス・支援計画書の作成のために介護予防サービス・支援計画書の原案に位置付けた指定介護予防サービス等の担当者（以下「担当者」という。）を招集して行なう会議をいう。以下同じ。）の開催、担当者に対する照会等により、利用者の状況等に関する情報を担当者と共有するとともに、当該介護予防サービス・支援計画書の原案の内容について、担当者から専門的な見地からの意見を求めるものとします。ただし、次に掲げる場合については、やむを得ない理由がある場合を除き、サービス担当者会議を開催します。

　(1) 介護予防サービス・支援計画書を新規に作成する場合

　(2) 利用者が要支援更新認定を受けた場合

　(3) 利用者が要支援状態区分の変更の認定を受けた場合
２　担当職員は、次に掲げる場合においては、原則として、サービス担当者会議の開催により、介護予防サービス・支援計画書の変更の必要性について、担当者から、専門的な意見を求めるものとします。ただし、やむを得ない理由がある場合については、担当者に対する照会等により意見を求めるものとします。

　(1) 利用者が要支援更新認定を受けた場合

　(2) 利用者が要支援状態区分の変更の認定を受けた場合
（介護予防サービス・支援計画書作成後の援助）

第５条  担当職員は、介護予防サービス・支援計画書作成後においても、利用者及び利用者家族と継続的に連絡をとり、利用者の実情を常に把握するように努めます。

２　担当職員は、指定介護予防サービス事業者等に対して、介護予防サービス・支援計画書に基づき、指定介護予防サービス事業者が作成すべき個別サービス計画書の作成を指導するとともに、サービスの実施状況や利用者の状態等に関する報告を少なくとも１月に１回、聴取します。
３　担当職員は、介護予防サービス・支援計画書の作成後、介護予防サービス・支援計画書の実施状況の把握を行い、必要に応じて介護予防サービス・支援計画書の変更、指定介護予防サービス事業者等との連絡調整その他の便宜の提供を行ないます。

４　担当職員は、利用者が介護予防サービス・支援計画書の変更を希望する場合は、再評価を行い、介護予防サービス・支援計画書の変更、要支援認定区分の変更申請、関連事業者に連絡するなど必要な援助を行います。

５　担当職員は、第３項に規定する実施状況の把握（以下「モニタリング」という。）に当たっては、利用者及び利用者の家族、指定介護予防サービス事業者との連絡を継続的に行なうこととし、特段の事情のない限り、次に定めるところにより行ないます。
(1) 少なくともサービスの提供を開始する月（以下「提供開始月」という。）、サービスの評価期間が終了する月及び提供開始月の翌月から起算して３月に１回並びに利用者の状況に著しい変化があったときは、利用者の居宅を訪問し、利用者に面接します。

(2) 利用者の居宅を訪問しない月においては、可能な限り、指定介護予防通所介護事業所又は指定介護予防通所リハビリテーション事業所を訪問する等の方法により利用者に面接するように努めるとともに、当該面接ができない場合にあっては，電話等により利用者との連絡を実施します。

(3) 少なくとも１月に１回、モニタリングの結果を記録します。

６　担当職員は、モニタリングの結果及び第２項に規定する指定介護予防サービス事業者等からのサービスの実施状況や利用者の状態等に関する報告に基づき、給付管理票を作成し提出するなどの給付管理業務を行うとともに、関連機関との連絡調整を行います。
７　担当職員は、適切なサービスが総合的かつ効率的に提供された場合においても、利用者がその居宅において日常生活を営むことが困難になったと認められる場合又は利用者が介護保険施設への入所又は入院を希望する場合には、利用者の要介護認定に係る申請について必要な支援を行い、介護保険施設への紹介その他の便宜の提供を行ないます。

８　担当職員は、利用者が要介護認定を受けた場合には，利用者に対し必要な情報を提供します。
　
（苦情対応）
第６条　事業者は、自ら提供したサービス又は自らが介護予防サービス・支援計画書に位置付けた指定介護予防サービス等に対する利用者及び利用者の家族からの苦情に迅速かつ適切な対応を行ないます。

　（契約の満了）

第７条　次の各号のいずれかに該当する場合には、この契約は満了します。

　(1) 利用者が死亡したとき

　(2) 第８条に基づき、利用者から解約の意思表示がなされ、予告期間が満了したとき

　(3) 第９条に基づき、事業者から契約の解除の意思表示がなされ、予告期間が満了したとき

　(4) 利用者が介護保険施設等へ入所・入院・入居した場合

　(5) 利用者が要介護認定を受けた場合

　(6) 利用者が自立（非該当）と判定された場合
　(7) 利用者が基本チェックリスト該当者とならないまま、要支援認定の有効期間が終了したとき。
（利用者の解約権）

第８条　利用者は、事業者に対し、いつでもこの契約の解約を申し入れることができます。この場合には、10日以上の予告期間をもって届け出るものとし、予告期間満了日に契約は解約されます。

２　利用者は、次の各号に事業者が該当する場合には、直ちに契約を解除することができます。

(1) 事業者が正当な理由なく、介護保険法等関係法令及びこの契約書に定めた事項を遵守せずにサービスの提供を怠ったとき

  (2) 事業者が守秘義務に違反した場合

(3) 事業者が事業を継続する見通しが困難になった場合
（事業者の解除権）

第９条　事業者は、利用者の非協力など利用者及び事業者間の信頼関係を損壊する行為をなし、改善の見込みがないため、この契約の目的を達することが不可能となったときは、10日以上の予告期間をもってこの契約を解除します。

（損害賠償）

第10条　事業者は、利用者に対するサービスの提供により事故が発生した場合には、速やかに小樽市、利用者の家族等に連絡を行うとともに、必要な措置をとります。

２　事業者は、利用者に対するサービスの提供により賠償すべき事故が発生した場合には、速やかに損害賠償を行ないます。ただし、その損害のうち、利用者又は利用者の家族の責に帰すべき事由により生じたものについては、この限りではありません。

（秘密保持）

第11条　事業者及び担当職員その他の事業者の従業者は、正当な理由がない限り、その業務上知り得た利用者又は利用者の家族に関する秘密を漏らしません。

２　事業者は、担当職員その他の事業者の従業者が退職後、在職中に知り得た利用者又は利用者の家族の秘密を漏らすことがないよう必要な措置を講じます。

３　事業者は、サービス担当者会議等において、利用者の個人情報を用いる場合は利用者の同意を、利用者の家族の個人情報を用いる場合は当該家族の同意を、あらかじめ文書により得ていなければ、その個人情報を用いることができません。

（記録の整備・閲覧）

第12条　事業者は、利用者に対するサービスの提供に関して作成した記録を整備し、その完結の日から２年間保存します。

２　事業者は、利用者又は利用者の家族に対し、いつでも保管する利用者に関する記録の閲覧、謄写に応じます。ただし、謄写の実費を請求することがあります。

（介護予防支援及び介護予防ケアマネジメント業務の委託）

第13条　事業者は、利用者の意向を踏まえ、本契約に係る業務を指定居宅介護支援事業者に委託することができます。

（協議）

第14条　本契約に定めのない事項については、介護保険法等関係法令の定めるところを尊重し、利用者と事業者の協議により定めます。

　上記のとおり、介護予防支援及び介護予防ケアマネジメントの契約を締結します。
　　
　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日

利用者        住所                           　　　　     　

　　　　　    氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　印　
上記代理人（代理人を選任した場合）

住所                                          
　　          氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　印　
立会人　　　　住所                                         
              氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　印　

（注）「立会人」欄には、本人とともに契約内容を確認し、緊急時などに利用者の立場に立って事業者との連絡調整等を行える方がいる場合に記載してください。なお、立会人は、契約上の法的な義務等を負うものではありません。

（事業者）　　　　　　　　　　　　　　　所在地                                        

事業者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　　印　
担当者     　　　　　　                       

（業務委託先指定居宅介護支援事業者）※  事業者名（法人名）                            
事業所名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

担当ケアマネジャー                            

※業務委託を受けた指定居宅介護支援事業者により介護予防サービス・支援計画書原案が作成された場合のみ記入
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